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1.電気事業とは
2.北海道停電の経緯と対策
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4.今後の課題
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１．電気事業とは
（２）周波数の維持と需給バランス
⚫ 周波数は発電と需要のバランスで決まる。需要の変動に合わせて発電を制御する
ことで、安定した周波数で電力供給を実施。

⚫ 設備の事故等で周波数が低下した場合に備えて予備力（瞬時に応答可能な発電）
を準備。

発電発電

発電

発電

発電 発電 発電

需要需要 需要

需要

需要需要需要 需要

50Hz 発電機事故と復旧

一定水準以上に周波数が低下すると、発電機が自動的に系統から分離される等、連鎖
的な現象が生じて大停電に至ることも。（2003年の北米大停電等）
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１．電気事業とは
（１）電力供給体制

電気事業は発電と需要を送電、変電、配電設備で結びつけ、供給を行っている。
需要家の電力消費規模に応じて適正な電圧水準に電圧を変換して供給を実施。

原子力発電所

超高圧変電所

50万～27.5万V

一次変電所 中間
変電所

配電用
変電所15.4万V 6.6万V 2.2万V

大工場

大工場

15.4万～ 6,600V

6,600V

ビル・中工場

柱上変圧器
200V

100V

小工場

住宅

火力発電所

水力発電所

自家発電

2.2万V

6.6万V

自家発電

太陽電池等

自家発電

自家発電

水力発電所

15.4万V

指令

需給調整契約に基づく
負荷カット等

系統運用者
（中央給電指令所）
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１．電気事業とは
（４）周波数低下と調整力

標準周波数（50Hz）
平常時周波数範囲
周波数復旧範囲
周波数回復範囲
最大定常周波数偏差
瞬間最大周波数偏差

周波数回復時間
周波数復旧時間

周波数変動と許容偏差

一次予備力（電機
側）の自動応答
（分散制御）

二次予備力の中央制
御（北欧・英国は手

動制御）

二次予備力と三次予
備力の代替（手動制

御）

周波数変動と使用する予備力

（出所）ENTSO-E、” Network Code on Load-Frequency Control and Reserves”及び” Supporting Document for the Network Code on Load-Frequency Control and Reserves”よ
り作成

周波数回復プロセス

FCR FRR

周波数復旧プロセス

手動FRR
RR

予備力代替プロセス

LFCエリア

同期エリア内共同行動

予備力起動

周波数

周波数復旧時間

事故の発生

バ
ラ
ン
シ
ン
グ

1時間15分（CE）30秒（CE）

インバランス決済時
間が15分・30分の場
合、当日市場取引と
重複

⚫電源脱落に伴う周波数低下に対し、応答速度の速
い調整力から使用して周波数の回復を図り、次の
事態に備えて応答速度の遅い調整力に切り替えを
実施して平常時への復帰を行う。

⚫国・地域で調整力の仕様は異なるが、概ね全世界
的に共通の考え方。

下限値を超えて周波数が低下
した場合、負荷遮断（一部需
要家の停電）を実施してブ
ラックアウト（全停電）を回
避する。
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１．電気事業とは
（３）調整力の種類

kW

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50 55 60　分

LFC調整代

EDC指令値

LFC指令値

• EDC（Economic Load Dispatching Control）：需要予測・連系線利用計画に基づき経済性
を考慮して発電計画を修正。3分～5分間隔で指示値が送付される（三次調整力）。

• LFC（Load Frequency Control）：周波数偏差（標準周波数と実績の乖離）及び連系線偏
差（計画と実績の差）に基づき発電計画を修正。数秒～数十秒ごとに計算し、数秒間隔で指示値が
送付される（二次調整力）。

• 大きな周波数低下や特殊な需要変動に対応するため瞬動予備力を使用する。瞬動予備力使用後の
予備力差し替えのため残った運転予備力を使用する。

発電計画

需要予測

連系線利用計
画

需要誤差

発電誤差・計画
外停止

周波数偏差
連系線偏差

発電ユニットへのEDC・LFC指示値送付のイメージ

※ これに周波数変動に対する電源側の自動応答力である一次調整力（ガバナフリー）が加わるが、国
により設計が異なる。

EDCとLFCの指示値は合成して送付さ
れる場合と別々に送付される場合とがあ
る



IE
EJ

 ©
 2

01
8

２．北海道停電の経緯と対策
（１）北海道胆振東部地震に伴う大規模停電

【大停電に至るプロセス】
⚫ 3:07胆振地方中東部で震度7の地震発生
⚫ 3:08苫東厚真発電所2号・4号停止（▲116万

kW）・1号出力低下（▲5万kW）で周波数低下、
送電線事故で水力発電停止（▲43万kW）・停電
（▲13万kW）、周波数低下で風力停止（▲17万
kW）・負荷遮断実施（▲130万kW）

⚫ 3:09北本連系線受電（50万kW）と上述の負荷遮
断で周波数回復

⚫ 3:20苫東厚真発電所1号の出力低下で周波数低下、
周波数回復余力が無くなりブラックアウトに至る

【予備力・負荷遮断量を上回る設備停止】
⚫ 北本連系線及び周波数低下に伴う負荷遮断量を上

回る設備停止に加え、二次予備力機能を提供する
水力発電の停止により、最終的にブラックアウト
に至った。（水力発電の停止が無ければブラック
アウトは回避されたと評価）

【停電からの復旧】
⚫ その後、13:35水力発電からの送電で砂川火力3号

運転再開し、旭川･札幌へ送電開始。
⚫ 供給力の回復と共に復旧地域を拡大し、9月8日の

2:00に復旧率99%を達成。
7
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北海道停電プロセス（9月6日）

北本受電 域内（5分値） 需要（5分値）

万kW

3:07胆振地方中東部で震度7の地震発生
3:08苫東厚真発電所2号・4号停止・1号出力低下で周
波数低下負荷遮断実施

北本連系線緊
急時周波数制
御装置動作で
本州から受電

3:25苫東厚真発電所
1号停止に伴い、その
他水力・火力発電も
停止し、全戸停電へ

発電出力減に対して負
荷遮断等の需要減と北
本融通で一旦バランス
回復

（出所）北海道電力「でんき予報」及び電力広域的運営推進機関「系統
情報サービス」、JEPX「発電情報公開システム 」より作成
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１．電気事業とは
（５）北海道電力の電力系統

（出所）北海道電力ウェブサイト

⚫ 北海道電力は需要の多くが札幌近郊に集中している一方、
火力発電・原子力発電と主たる供給力は道央圏に集中し
ており、道北・道東には大規模な電源は無い。

2019年3月28日に運転開始

石狩湾新港発電所
2019年2月に1号機56.94万kW運
転開始予定（2018年10月11日に
前倒しで運転開始）
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２．北海道停電の経緯と対策
（３）供給力内訳
供給力 定格(MW) 状態 3:06頃 3:09 3:23
火力 砂川 3号機 石炭 125 運転準備 0 0 0

4号機 石炭 125 運転準備 0 0 0
奈井江 1号機 石炭 175 運転中 61 58 64

2号機 石炭 175 運転準備 0 0 0
苫小牧 1号機 重原油・天然ガス 250 作業停止 0 0 0
苫小牧共同 3号機 重油 250 作業停止 0 0 0
伊達 1号機 重油 350 バランス停止 0 0 0

2号機 重油 350 運転中 76 76 135
苫東
厚真

1号機 石炭 350 運転中 338 294 94
2号機 石炭 600 運転中 556 0 0
4号機 石炭 700 運転中 598 0 0

知内 1号機 重油 350 運転中 96 103 119
2号機 重油 350 作業停止 0 0 0

音別 1・2号機 軽油 148 バランス停止 0 0 0
水力 新冠1・2号機、高見1号機、糠平1号機、足寄1・2号機 361 運転中 69 0 1

京極1・2号機、高見2号機、糠平2号機 521 作業停止 0 0 0
その他 - 運転中 711 343 339

主な風力 319 運転中 166 1 2
その他（不明分） - 運転中 344 不明 不明
北本連系設備 600 運転中 72 270 574
需要 - 3,087 不明 不明

9

（注）バランス停止：需給バランスを考慮し、運用上停止した状態
（出所）電力広域的運営水深機関北海道胆振東部地震に伴う大規模停電に関する検証委員会第1回「地震発生からブラックアウトに

至るまでの事象について」より作成

系統制御の対象ではない小規模供給力が需要の40%を占めており、調整力が不足しやす
い構造にあった。周波数低下で脱落したものが多い。

IE
EJ

 ©
 2

01
8

２．北海道停電の経緯と対策
（２）広域停電に至る経緯
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周波数と北本受電

北本受電量 周波数(Hz)

Hz 万kW

火力出力増

苫東厚真発
電所1号出
力減

負荷遮断
で回復

苫東厚真発
電所1号停
止で周波数
低下・停電

停止中の火力に起動命令が出
るも間に合わず。地震直後の
水力発電停止でAFC余力が無
くなる。

8

46.13Hz
まで低下

発電出力減に対して負荷遮
断等の需要減と北本融通で
一旦バランス回復

3:08苫東厚真発電所2号・4
号停止・1号出力低下で周
波数低下、負荷遮断実施

47.0Hz未満：2.6秒継続
48.5Hz未満：6.1秒継続

需要増で周波
数低下

（注）連続運転可能周波数（10分持続）：48.5（Hz） ～ 50.5（Hz）、運転限界周波数（リレー発動）：下限 47.0（Hz）、上限 51.5
（Hz）

（出所）電力広域的運営水深機関北海道胆振東部地震に伴う大規模停電に関する検証委員会第1回「参考資料2 (データ)」より作成
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２．北海道停電の経緯と対策
（５）停電からの復旧
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11
（出所）北海道電力「北海道エリアの需給実績」より作成

再エネ復帰

停電から復旧に48
時間を要した
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２．北海道停電の経緯と対策
（４）地震前後の調整力

上限
(MW)

出力
(MW)

GF量
(MW)

備考

奈井江1号 175 61 - 指令値運転

知内1号 350 96 35 GF+
指令値運転

伊達2号 350 76 - 指令値運転

苫東厚真1号 350 338 10.5 GF+
指令値運転

苫東厚真2号 600 556 44 GF+
指令値運転

苫東厚真4号 700 598 - 指令値運転

合計 2,700 1,725 89.5

エリア需要比 - - 約2.9% エリア需要
3,087MW

地震直後 531 45.5
(2.5%)

エリア需要
1,800MW

10

上限
(MW)

出力
(MW)

上げ余力
(MW)

備考

下新冠 13 10 3 左記以外の
運転中水力
は電圧調整
や台風一過
後の溢水防
止のため出
力一定で発
電

静内1号 23 20 3

静内2号 23.7 20 4

高見 98 25 73

大雪 15 15 0

合計 172.7 90 83

エリア需要比 - - 約2.7% エリア需要
3,087MW

0 0%

⚫地震直前に調整力としてGF2.9%及びAFC2.7%を確保していたが、地震直後に水力発
電が停止したことでAFC容量がゼロに。
火力発電の出力とGF容量 水力発電の出力とAFC容量

北本連系線の増加分は50万kW程度であったので、
水力発電が残っていれば同容量を代替し、次の事
故に備えることができていた。

（出所）平成30年北海道胆振東部地震に伴う大規模停電に関する検証委員会第2回「資料2-1 地震発生からブラックアウトに至るまで
の事象について（前回指摘事項等）」
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２．北海道停電の経緯と対策
（７）ブラックアウトに至った要因
⚫大規模電源脱落規模に対して瞬動予備力（北本連系線）・周波数低下に伴う負荷遮断で
ブラックアウトを一時的に回避した。

⚫しかし事故後に起動を指令した火力が停止したままで追加供給力を確保できず、水力発
電の停止に伴い次の事故への備えが出来なかったため、ブラックアウトに至った。

⚫起動した瞬動予備力を二次調整力（水力発電が担っていた）に切り替え、次の事故に備
える必要があったが、水力発電の停止によりそれが不十分であったということ。

⚫停電直前の時点で系統制御の対象ではない小規模供給力が需要の40%を占めており、
並列できる火力が少なかった。

⚫ 地震に伴う送電線事故により水力発電43万kWが停止しており、苫東厚真発電所3機
141万kWというサイト脱落だけの問題ではなかった。

⚫ 仮に供給力分散化で苫東厚真発電所1機脱落でも水力発電の脱落もあり、周波数低下に
伴う負荷遮断と風力発電脱落が発生していた可能性が高い。

13
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２．北海道停電の経緯と対策
（６）ピーク時供給力と日最大電力
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12（出所）北海道電力「でんき予報」より作成

9/25苫東厚真発
電所4号機・知内
発電所復旧

9/19苫東厚真発
電所1号機復旧

9/14京極発電所2号機、
下新冠発電所および然別
第一発電所復旧

供給力の回復に応じて北
本連系線空き容量を拡大

供給力の回復に伴い
JEPX取引再開
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２．北海道停電の経緯と対策
（９）東日本大震災後の取り組み

15（出所）地域間連系線等の強化に関するマスタープラン研究会、「中間報告書」、2012年4月

N-1-1リスクの想定
供給力の回復の想定とFC必要量

⚫日本では東日本大震災後の輪番停電の経験を踏まえ、地震等の大規模災害時でも一定の期間後に供
給力の回復と東西連系線を通じた融通を踏まえ安定供給を維持することを目的に、周波数変換設備
（FC）の増強を進めている。N-1を上回る稀頻度重大リスクを大震災と想定し、対策を講じたもの。

⚫地震等で供給力が大規模に被災した場合、 1ヶ月程度を目処に比較的早期に復旧できる火力を中心
に供給力の回復に努め、それでも不足する容量に対して連系線の増強を行うという考え方に基づき周波
数変換設備（FC）の増強を決定した。

IE
EJ

 ©
 2

01
8

２．北海道停電の経緯と対策
（８）東日本大震災後の周波数低下

14

⚫ 供給支障（＝停電）
◼ 東北約790万kW、東京約1,280万kW（うち負荷遮断約570万kW）

⚫ 電源脱落量
◼ 東北約800万kW、東京約2,100万kW

⚫ 事故直後に需給ギャップが発生して周波数低下48.44Hzになり、負荷遮断・発電機出
力増で周波数回復

（出所）電力広域的運営推進機関「稀頻度リスク対応について（大規模自然災害対応）」2016年8月
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２．北海道停電の経緯と対策
（11）レジリエンスWGの結論
⚫ 2018年7月西日本豪雨、台風第21号、北海道胆振東部地震と自然災害が続き、それぞれで原因
は異なるものの広範囲での停電が発生した。9月21日「重要インフラの緊急点検に関する関係閣
僚会議」において、電力等の重要インフラがあらゆる災害に対してその機能を維持できるよう全
国で緊急に点検を行い、11月末を目処に政府の対応方策を取りまとめることが決まった。

⚫ 経済産業省では電力レジリエンスＷＧを設置し、各社の対応方（電力事業者の連携の在り方含
む）ヒアリングと電力インフラの総点検結果を踏まえ取りまとめを行った。東日本（東北・東
京）及び中西日本（中部・北陸・関西・中国・四国・九州）はブラックアウトに至らず、沖縄で
はブラックアウトに至る可能性を排除できないが電源持ち替え等で対応可能と評価した。

17

中部電力最大サイト脱落 東京電力最大サイト脱落 ⚫ 最大サイト脱落時に再エネ等の
脱落も考慮してブラックアウト
に至るリスクの有無を評価対象
とした。

⚫ 電源構成の変化によりリスクは
変化し得るため、今後は需給検
証に合わせてブラックアウトの
リスクの評価を実施。
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２．北海道停電の経緯と対策
（10）検証委員会の結論

⚫ 苫東厚真1サイト＋再エネ最大時＝約242万kWの喪失に対して、ブラックアウトに至らないようにす
るため、京極揚水発電の稼動を前提として、低周波数時負荷遮断量を約35万kW増量することを提案。

⚫ 総需要309万kWに対して181万kWの負荷遮断を行っても北本連系線の安定運用に必要な火力発電を
確保することが可能。揚水発電と火力発電の追加稼動で北本連系線の余力を残しつつ、早期に負荷遮
断からの回復行動に移行することが可能な状態に。

⚫ 京極揚水発電（20万kW×2）が稼動していない場合には、連系線マージンの見直しや苫東厚真1・2号
機の抑制が必要としている。

16平成30年北海道胆振東部地震に伴う大規模停電に関する検証委員会第2回「再発防止に向けた論点整理について」

負荷遮断によりブラック
アウトを回避しつつ、短
時間で負荷遮断からの回
復が可能な状態での運用
を求める結論。
石狩湾新港発電所及び北
斗今別直流幹線の運転開
始で結論の見直しを実施。
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２．北海道停電の経緯と対策
（13）東日本大震災後の検証との違い
⚫東日本大震災後の検証で大規模電源喪失リスクを想定した対策を実施してい
た。苫東厚真石炭火力発電所は元々全機同時脱落する設計ではなかったこと
に加え、調整力である水力の脱落があったため全停電に至った。

⚫今回の評価では大規模電源脱落による周波数低下を再エネ（風力発電及び太
陽光発電）が加速化させるリスクも判明したため、負荷遮断規模の見直しや
再エネ側の対策が必要となった。

⚫北海道電力の系統連系技術要件では、特別高圧系統の運転限界周波数を下限
47.0Hz、上限51.5Hzと定めており、系統事故等により周波数が運転限界周
波数を外れた場合、自動的に解列する機能を具備するようにしている。しか
し実際の整定値は必ずしも、その下限値に設定されているものではなく、太
陽光発電機は約７割、風力発電機は約５割が47.0Hzより高い周波数で遮断
される。こうした周波数維持の問題は対象事業者数が多いため長期化する可
能性。

⚫再生可能エネルギー発電導入拡大効果、広域取引拡大効果及び負荷遮断量抑
制効果も見据え、更なる北本連系線の増強を検討中。

19
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２．北海道停電の経緯と対策
（12）九州電力管内の見込み

⚫ 九州電力管内の最大発電所である松浦発電所のサイト脱落があったとしても揚水遮断や連系線から
の応援、上げ調整を通じて負荷遮断は75万kWに止まる見込み。

18

（出所）総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小委員会/産業構造審議会 保安・消費
生活用製品安全分科会 電力安全小委員会 合同 電力レジリエンスワーキンググループ第3回九州電力株式会社提
出資料、2018年11月
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３．レジリエンスの概念と欧米との比較
（２）米国における停電
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米国における送電起因の停電規模・回数
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21

年 月日 自然災害 停電地域と規模
2012 7/5 オハイオ渓谷・中西部

夏嵐（広域雷雨）
イリノイ州、インディアナ州、メリーランド州、
ニュージャージー州、オハイオ州、バージニア州、
ウェストバージニア州で61.6万口が停電

9/5 ハリケーンアイザック ルイジアナ州で1.4万口が停電
11/6 ハリケーンサンディ コネチカット州、メリーランド州、ニュージャー

ジー州、ニューヨーク州、ペンシルベニア州、ウェ
ストバージニア州で93万口が停電

2013 2/11 北東部ブリザード コネチカット州、マサチューセッツ州、ニューヨーク
州、ロードアイランド州で13.6万口が停電

12/6 寒波 アーカンソー州、ミズーリ州、オクラホマ州、テネ
シー州、テキサス州で28.6万口が停電

2014 2/13 北米寒波 アラバマ州、フロリダ州、ジョージア州、ルイジア
ナ州、ニュージャージー州、ノースカロライナ州、
ペンシルベニア州、サウスカロライナ州、テネ
シー州、テキサス州及びバージニア州で74.2
万口が停電

2015 8/17 台風13号 サイパンで1.4万口・4.5万kWが停電（全
停電）

2016 10/7 ハリケーンマシュー フロリダ州で42万口の需要家が停電
（出所）エネルギー省電力輸送・エネルギー信頼度局、” Emergency 

Situation Reports”より作成

近年における大規模停電の例

⚫ 米国はハリケーンや寒波等の自然災害での停電が毎年のように起きている。過去規模の
大きい停電は2003年北米北東部停電であるが、その年の累積停電規模は最大電力比
9.1%にも達した。しかし北米北東部停電も43時間で復旧（ニューヨーク市は30時間
弱）したこともあり、全体のエネルギー需給に与える影響は軽微であった。

（出所）NERC, “Reliability Indicators ”より作成
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３．レジリエンスの概念と欧米との比較
（１）レジエンスとは

20

伝統的な供給信頼度指標
⚫アデカシー：系統構成要素の計画外停止
および運用上の制約を考慮し、消費者の要
求する電力を供給する能力
⚫セキュリティー：運用上の制約を考慮し、事
故などの突然の擾乱に耐える能力（ N-1
事故の系統解析を送電線の運用容量や設
備形成に反映）

一定の確率の範囲内で安定供給を持つ見
通しなのかというアデカシー評価を行って来た
が、電力供給に求められる質が高まり、従来
は停電止む無しとされていた大規模自然災
害が発生してもある程度安定供給が維持で
きるよう求められるようになった。

新しい供給信頼度指標
⚫アデカシー：系統構成要素の計画外停止および運用上の制約を考慮し、消費者の要求
する電力を供給する能力（供給力の減少リスクに、再エネ出力変動や経済性悪化に伴う
発電設備廃棄リスクが加わるようになったが、評価手法は十分に確立されていない）
⚫セキュリティー：運用上の制約を考慮し、事故などの突然の擾乱に耐える能力（N-1事故
の系統解析を通じて送電線の運用容量や設備形成に反映）
⚫レジリエンス：自然災害等に対して被害への耐性（安全対策の実施）や停電からの早期
回復力を持つという概念で、まだ明確な定義は無い。
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３．レジリエンスの概念と欧米との比較
（４）PJMで検討中のリスクの概念整理
⚫ PJMのFuel Security Senior Task Forceでは電力供給に関するリスクの再定義を進めている。
➢ 燃料セキュリティー（Fuel security）：PJMの給電シグナル又は運用命令に従うことができる発
電ユニットに要求される、サイト内及び輸送システムからの評価両面での燃料の利用可能性。
【豊富で、多様で、信頼できる燃料供給】

➢ 供給力セキュリティー（Resource security）：共通の脆弱性を共有する同じ燃料種の供給力の
利用可能性。【多様な発電の利用可能性】

➢ エネルギーセキュリティー（Energy security）：既存、修正されたないし新規のメカニズムを
通じて達成可能なシステム属性を組み合わせることができる燃料及び供給力に取り組まれている
解決策。供給力には発電機だけでなくデマンドレスポンスや負荷削減など電力需要を削減するプ
ログラムを含むことができる。受容可能なリスク水準を決定する。【需要への輸送：解決策】

23

Fuel security
豊富で、多様で、信
頼できる燃料供給

Resource security
多様な発電の利用可

能性
Energy security
需要への輸送

燃料確保に関連するリ
スク

電源種特有の脆弱性に
起因する発電リスク

安全性向上に使用され
る仕組み緊急時に活用
される供給力の選択
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３．レジリエンスの概念と欧米との比較
（３）停電が長期化する例：ハリケーンハーベイ

22

復旧開始
日

復旧終了
日 影響需要家 停電日数

American Electric Power 8月26日 9月2日 304,728 7日間
CenterPoint Energy 8月27日 9月8日 1,076,868 12日間
South Texas Electric Coop 8月26日 9月3日 31,950 8日間
Texas-New Mexico Power 8月26日 9月6日 77,968 11日間
Austin Energy 8月26日 8月30日 30,000 4日間
CPS Energy 8月26日 8月28日 149,136 2日間
Bryan Texas Utilities 8月26日 8月28日 1,210 2日間
Brazos Electric 8月26日 8月28日 5,101 2日間
Entergy Texas (MISO) 8月27日 9月8日 186,000 12日間
その他SERC 8月27日 9月8日 161,000 12日間

⚫ 2017年8月のハリケーンハーベイにより、
流通設備の物理的破損や発電所の停止等の
影響を被った。主として流通設備の破損に
よる停電はテキサス州、ルイジアナ州、ミ
シシッピー州及びアーカンソー州でおおよ
そ202万件にも達した。復旧に12日間を要
した地域もあった。

⚫送電設備の破損850箇所以上、配電電柱の破
損6,200箇所以上、変電所の破損90箇所以
上、発電所停止2,143.5万kW以上

停電件数と復旧に要した日数 停電件数の推移（8/25～9/5）

ハリケーンが滞在
していた期間

⚫強風による風力発電の激しい出力変動（1
時間あたり100万kW程度の変動が数回）
もあったが、周波数は通常の変動幅に収め
られ、大停電は回避された。

⚫道路の破損や鉄塔の倒壊等の障害もあった
が、復旧を1万2,000人体制で行い迅速な
回復を達成した。

⚫一次燃料や発電所制御センターのバック
アップ等の課題もあった。

（出所）NERC”Hurricane Harvey Event Analysis Report”2018年3月より作成
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３．レジリエンスの概念と欧米との比較
（６）PJMにおけるCapacity Performance制度

25

⚫ 受渡年において極端な気象条件でも稼働を確保するため、必要な運転維持投資を行うことが期待
される。（寒波時に燃料、コンベア、配管が凍結しないような措置等）

⚫ 計画停止期間以外は供給力を提供する、ピーク期間中は計画停止を避けること、供給力の確実な
提供に関し文書を提出すること等の義務を負う。Base Capacityと比較して15ドル/MW-dayの
プレミアムが期待されている。

⚫ 揚水発電等のエネルギー貯蔵もCapacity Performanceに参加可能だが、ピーク期間中に10時間
以上の運転が利用可能である必要があり、それを示す文書を提出すること。

⚫ 再生可能エネルギー発電等の間欠性電源は、UCAPとして容量市場に入札することができ、コ
ミットした供給力が未達でも罰金は無い（前年までに提出力であった場合には補完が必要）。引
き続きBase Capacityの枠の中で同じ扱いとする。

PJMでは石炭火力の閉鎖や天然ガス依存の高まり、近年増えた異常気象を考慮し、安定供給確保の
観点から容量市場の商品を見直すことになった。2018年7月1日に発効、2016/17年・2017/18年受
渡分から自主的に転換可能。（2016/17年分は60%から徐々に比率を上げ、2020/21年に100%
とする予定）
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３．レジリエンスの概念と欧米との比較
（５）PJMにおける緊急時への備え

時間断面 補償 内容

Capacity Performance 3年前、リアルタイム 容量オークション決済価格に
ボーナス付与

極端な気象条件でも運転継
続のための追加投資

Reserve Products（現
行）

前日・リアルタイム 調整力市場決済価格 30分応答・10分応答調整
力

Reserve Products（価格
形成）

前日・リアルタイム 調整力市場決済価格 緊急時用価格形成
（Shortage Pricing）

Regulation（二次調整
力）

リアルタイム 周波数調整市場決済価格 二次調整力

Gas/Electric 
Coordination

継続中 燃料切り替えに対する費用
回収（検討中）

検討中

Black Start Service 5年レビュー又は必要に応じ
て

費用回収 停電時のブラックスタート用電
源

24

⚫ PJMでは様々なリスクに備え、追加的なメカニズムにより供給信頼度の向上に努めている。
Energy securityで言及された各種メカニズムは下表の通りである。

⚫現在、各種リスクを特定化し、複数のシナリオを用いてそれぞれの効果の検証を行う準備
をしている。
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３．レジリエンスの概念と欧米との比較
（８）PJM地域における2014年1月初旬との比較

27
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（出所）PJM, “PJM Cold Snap Performance Dec. 28, 2017 to 
Jan. 7, 2018”, 2018年2月

⚫ 2014年1月初旬に比べると2018年1月初旬は
低気温が長く続き計画外停止容量が増加したが、
2014年1月初旬に比べると計画外停止容量が減
少して、寒波の影響が緩和している。
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３．レジリエンスの概念と欧米との比較
（７）2018年1月初旬のPJMにおける卸価格高騰と計画外停止
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PJMエリア停止容量

（出所）PJM, “PJM Cold Snap Performance Dec. 28, 2017 to Jan. 7, 2018”, 2018年2月

⚫ PJMエリアでは2018年1月初旬に寒波により発電所の計画外停止が増え、LMPや周波数制御サービ
ス市場価格が上昇した。特に寒波が長引いたため1月6日及び7日には燃料供給制約に伴う画外停止が
増加し、アンシラリーサービスを含む卸電力価格が高騰した。しかしPJMでは過去の寒波と比較する
と影響は改善されていると評価している。
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３．レジリエンスの概念と欧米との比較
（10）NYISOの電源運用
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1/1 1/2 1/3 1/4 1/5 1/6 1/7

（出所）NYISO, “Market & Operation”より作成

⚫ 北東部全域に寒波が到来したため、1月5日～7日に輸入量が減少した。同期間、混合燃料
火力発電の割合が高まっている。これまでも寒波のあった月に石油火力の割合が高まる
傾向にある。

1/1～1/7の電源構成
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（出所）EIA, “Electric Power Monthly”より作成
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３．レジリエンスの概念と欧米との比較
（９）ニューヨーク州の電源構成
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⚫ ニューヨーク州では系統制約のあるニューヨーク市
及びロングアイランド地域に混合燃料火力（石
油・ガス）が多く設置されており、ガス供給支障が
あっても供給力の回復を行うことが可能となってい
る。なお州南部地域には石油火力も167.3万
kW維持されている。

⚫通常、混合燃料火力の稼働率は30%未満と低
く、輸入依存度も高い。域内における供給力の減
少や域外供給力の減少の際に、混合燃料火力
の割合が高まる傾向にある。
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（出所）New York ISO, “Power Trend 2018”
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３．レジリエンスの概念と欧米との比較
（11）2016年EUのガスフロー

31
（出所）ACER/CEER, “Final Annual Report on the Results of Monitoring the Internal 

Electricity and Natural Gas Markets in 2017”, 2018年10月

⚫ 欧州ではロシアへのガス
依存度の高まりを受け、
供給セキュリティー上の
リスクとして供給途絶へ
の対応が検討されている。
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３．レジリエンスの概念と欧米との比較
【参考】2018年の東京電力管内需給逼迫
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（出所）東京電力パワーグリッド「エリアの需給実績公表について」より作成

融通実施

⚫ 2018年1月・2月に東京電力管内では7日に渡り融通を受ける結果となった。太陽光インバランスを含
むインバランス、火力機のトラブル停止、寒波に伴う需要増の継続が融通に至る要因になったとされて
いる（kW不足とkWh不足）。

⚫ 容量市場はkW不足解消に貢献すると考えられる一方、日本は燃料調達の多くを海外に依存しており、
kWhの不足に対する備えを市場でどのように評価するかが今後の課題。
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３．レジリエンスの概念と欧米との比較
（13）欧州の電力部門リスク準備計画

稀頻度重大事象

稀頻度・極端な自然災害、N-1セキュリ
ティー基準を超える事故、燃料不足を含
む重大事象、悪意のある攻撃

地域大リスク評価

リスクシナリオを用いて地域大の供給支
障リスクを評価し、ランク付け。ENTSO-
E又は地域運用センターが実施。

最重要危機シナリオ

国家リスク準備計画策定

危機シナリオの要約、管轄当局の役割と
責任の構築、リスクへの準備及び抑制手
法、危機管理者の指定とその業務、詳
細手続き、市場手法の貢献特定化、非
市場的手法の特定化（トリガー・条
件）、詳細な負荷遮断計画と保護され
るべき需要家の特定、危機に関する公
的情報提供方法

地域リスク準備計画

各国の計画に地域大の手法も含み地
域大調整手法に合意、地域危機管理
者の指定、地域間情報共有、同時的
危機を含む危機抑制手法（地域大負
荷遮断計画、相互支援の資金取り決
め）、計画の年次テスト実行

短期アデカシー評価

送電容量・発電所停止確率、厳しい気
象条件、需要の変動、再エネ発電の変
動の不確実性、重大事象の発生確率、
同時的危機発生確率、EU周辺国を含
む地域を対象とした確率論的手法モデ
ル

夏・冬アウトルック

夏と冬のアデカシー評価を公表し、需給
逼迫リスクを特定化

週前～当日アデカシー評価

地域運用センターによる一週間前から当
日にかけてのアデカシー評価により、至近
の需給逼迫リスク特定化

電力危機の宣言

需給逼迫リスクを認識した後、電力危機
の宣言とリスク準備計画に従った対応、
地域大の協力

中期断面 短期断面 週前からの運用断面

2019年5月に採択されたEU電
力指令改正を含む政策パッケー
ジの一つであるリスク準備計画
規則（Regulation on risk-
preparedness in the 
electricity sector）は、稀頻度
重大リスクに対する備えを国と
して行うことを求めるもの。

33
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３．レジリエンスの概念と欧米との比較
（12）供給途絶に伴う抑制方法

32

⚫ ウクライナからの中継途絶によりEU全体で1,350GWh/日のガス供給が失われた。
ガスリスクグループのガス需要は14,200GWh/日。

⚫ リスクグループが7%の需要抑制を実施した場合、ブルガリア79%、ルーマニア
30%、ギリシャ17%の抑制が必要。

⚫ 距離別に抑制を割り当てた場合、ポーランドやスロバキア等の抑制率も上昇。
7%比例抑制実施 距離別抑制実施

（出所）ENTSO-G, “Union-wide simulation of gas supply and infrastructure 
disruption scenarios (SoS simulation)”, 2017年11月
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４．今後の課題
（１）はじめに
⚫今後、再生可能エネルギー発電の導入拡大やCO2排出量削減に向けた取り組みが加速
化すると考えられる。特に先進諸国は2050年温室効果ガス8割削減の実現に向け、エ
ネルギー供給の構造転換が迫られる可能性が高い。

⚫再生可能エネルギー発電のうち風力発電と太陽光発電は非同期型発電機であるため、
周波数安定化の課題が生じやすくなる。周波数整定値問題と別に対策を検討していく
必要がある。

⚫火力発電は米国ではガス価格の低迷に伴う収益悪化、欧州では再生可能エネルギー発
電導入拡大による稼働率低下・卸電力価格の低迷による収益悪化で、火力発電の維持
が困難化している。わが国でも再生可能エネルギー発電の出力制御が始まった2018
年秋頃から西日本において前日スポット価格が低迷しており、老朽火力発電の維持が
難しくなっている。

→中長期的に安定供給確保に係る諸課題を以下で整理する。

35
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３．レジリエンスの概念と欧米との比較
（14）まとめ

34

⚫ 送配電自動化等で停電の回復時間の短縮化が実現される一方、稀頻度重大リスクによる停電の許
容度が低下しており、政府も何らかの対策を取ることが迫られるように。レジリエンスは稀頻度
重大リスクの認定とそれが起きた際の対応方法に主眼。最大リスクへ対応ができれば、それより
も小さなリスクへも対応可能という考え方。

⚫ 米国：地域により重要度の違いがあるが、北東部地域を中心に寒波に伴う天然ガス供給支障によ
る需給逼迫リスクへの対策を検討中（2018年1月の寒波に伴う需給逼迫）。混合燃料火力をレジ
リエンスの観点で評価。レジリエンスは地域性のある問題で地域の負担で解決すべき。

⚫ 欧州：リスク準備計画の策定を通じて各国が検討するとしているが、ロシアからのガス供給途絶
を想定して検討中（ガス供給セキュリティーへのセーフガードに関する規則(EU)2017/1938）。

⚫ 日本：東日本大震災を契機に地震等に伴う稀頻度重大リスクに備えるため東西を結ぶ周波数変換
設備（FC）の増強を決定。北海道は泊原子力発電所の脱落への備えは行われていたが、今回の地
震による供給力脱落は複合的な要因に基づくもので許容リスクを上回るもの。再エネ増加に伴う
最大リスクの見直しの契機に。

※米国の寒波や日本の地震はそれなりの頻度で起きている問題であり対策が必要と認識されるよう
になった。欧州のロシアガス供給リスクは政治的に対応を迫られたもの。台風に伴う送配電設備
への被害に起因する停電に関しては、連系線を除き代替手段の確保が困難であることから、レジ
リエンスの検討の対象になっていない。
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４．今後の課題
（３）イギリスにおける慣性力の低下問題

37
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Go Greenシナリオにおける慣性力の変化

（出所）National Grid, “System Operability Framework 2016”, 2016年11月
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⚫非同期の小規模分散型供給力の増加に伴い慣性力の低下が懸念されている。イギリス
National Gridの試算では2025年に発電量の45%が再エネになった場合、慣性力が低下する
時間帯が増加し、周波数を維持するための供給力の脱落限度が50万kW以下となる時間帯も
生じると試算されている。

⚫再エネ導入拡大に伴い国際連系線の増強を
進めているが、100万kWクラスの連系線
も多く、脱落時の影響が懸念される。

⚫ NGCは一次周波数応答要件の見直しが必要
とし、即応型周波数応答を導入。
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４．今後の課題
（２）各供給力の特性

36

ガス火力 石炭火力 原子力 風力 太陽光 貯水式
水力

流込式
水力

需要応答 貯蔵

発電 ● ● ● ● ● ● ● N/A N/A
給電 ● ● △ × × ● × ● ●
燃料制約 ● ● ● × △ ● △ △ △
起動時間 ● × × N/A N/A ● N/A ● ●
応答率 ● △ × N/A N/A ● N/A ● ●
慣性力 ● ● ● △ × ● ● × ×
周波数応答 ● △ × × × ● × × ●
無効電力 ● ● ● △ △ ● △ N/A N/A
最低負荷制約 ● △ × N/A N/A ● N/A ● ●
ブラックスタート ● N/A N/A × × ● ● N/A △
貯蔵性 N/A N/A N/A N/A N/A △ N/A N/A ●
需要地近接性 ● △ △ △ ● × × ● ●
（注）●：相対的に有利、△：中立、×：相対的に不利
（出所）Brattle Group,” Diversity of Reliability Attributes - A Key Component of the Modern Grid”, 2017年5月

⚫ 火力発電は多様な性能を有しているが、再生可能エネルギー発電導入拡大と火力発電のシェア低下に
伴い、そうした機能を代替する設備を導入するなり機能を強化していく必要がある。

⚫ 特に非同期型発電設備のシェア拡大で慣性力が低下し、小規模な発電設備の脱落で急激に周波数が低
下する可能性がある。
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４．今後の課題
（５）ERCOTにおける調整力

⚫ ERCOTでは需要側の応答力活用や反応速度の高い応答力を確保することで周波数安定化に
努めている（デジタル慣性力とも呼ばれている）。

39

二次調整力
157MW～687MW

一次調整力
1.一次周波数応答

2.低周波数負荷遮断
3.10分応答力

200MW～3,200MW

緊急時用非同期調整力
967MW～2,3610MW

二次調整力
157MW～687MW

一次調整力
1.一次周波数応答

2.低周波数負荷遮断
3.高速周波数応答

2,300MW～3,200MW

緊急時用調整力
1.10分応答力

2.負荷応答（UFC以外も可）
508MW～1,6440MW

緊急時用非同期調整力
0MW～1,180MW

⚫一次周波数応答は最低で
1,150MW確保

⚫高速周波数応答は59.85Hzで作動
し、15サイクル（0.25秒）でフ
ル応答

⚫低周波数負荷遮断は59.7Hzで動
作し、30サイクル（0.5秒）でフ
ル応答

⚫緊急時調整力は10分で応答できる
もの

⚫全体で3,807MW～5,958MWの調
整力を確保

※低周波数負荷遮断に参加している
需要家には工場負荷も含まれるが、
油田やガスパイプライン圧縮サイ
ト等も含まれている模様である。

現行の枠組み 2018年変更提案
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４．今後の課題
（４）ERCOTの再生可能エネルギー発電導入拡大対策

⚫ 2004年から全ての発電機に無効電力の供給を義務化。
⚫ 2005年～2013年競争的再生可能エネルギーゾーン送電線増強により、風力発電導入の
ゾーニングと系統増強（3600マイルの345kV送電線、69億ドル）を実施。

⚫ 2008年以降、全ての風力発電と太陽光発電に“governor-like”応答を義務化（古い200
万kWは免除）（2016年にデッドバンドを±36mHzから±17mHzに変更）

⚫ 2009年風力発電集中型予測システム導入（48時間先まで。2018年平均誤差率は
3.35%）（太陽光発電の予測システムは2015年導入）
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⚫ 2009年に変動型電源に10%の余力
確保を義務化し、無効電力供給への
対応力を確保

⚫ 2010年5分間隔の地点別リアルタ
イム給電を導入

⚫ 2015年に慣性力の状態に応じた一
次予備力条件見直しと需要家参加

⚫ 2016年に慣性力監視・予測システ
ムを構築
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４．今後の課題
（７）燃料費と主要RTOエネルギー価格
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（出所）燃料費はEIA,”Cost of fossil-fuel receipts at electric generating plants”を基に発電効率を石炭火力

40%、石油火力35%、ガス火力50%として算定

石炭火力や原子力
発電は高収益

石炭火力や原子力
発電の収益性低下
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４．今後の課題
（６）供給力の小規模分散化による非常時監視電源の増加
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Consumer Powerシナリオにおける非常時監視電源の割合

2025年時点で最大
95%の発電が非常時監
視電源に

⚫ 再生可能エネルギー発電等の小規模分散型供給力が増加すると、これら電源には常時監視用の計量器
が未設置であるため、系統運用者はリアルタイムで発電状況を把握できない割合が高まる。

⚫ イギリスNational Gridの試算では2025年に発電量の45%が再エネになった場合、非常時監視電源の
割合が最大で95%になる時間帯が発生するとしている。こうした小規模分散型供給力の状況把握のた
めの仕組みや分散処理のための技術開発が必要。

（出所）National Grid, “System Operability Framework 2016”, 2016年11月
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４．今後の課題
（９）ドイツの脱石炭火力政策

⚫ 2019年1月26日に石炭委員会は石炭火力発電所
を段階的に縮小し、2038年に石炭火力フェーズ
アウトを完了する報告書を政府に提出した。
2032年にレビューを行い、2035年への前倒し
も検討する。
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（出所）欧州委員会、”EU Reference Scenario 2016”
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（出所）Kommission „Wachstum, Strukturwandel und 
Beschäftigung“, Abschlussbericht, 2019年1月
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４．今後の課題
（８）米国における電源廃止状況
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（出所）EIA, “Preliminary Monthly Electric Generator Inventory”より作成

計画2012年～2017年
にかけて原子力477
万kW、石炭火力
5,531.5万kW、ガス
火力3,554.9万kW
が廃止
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４．今後の課題
（11）わが国における前日スポット価格と燃料費
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（注）石炭火力は燃料費（発電効率40%）+運転維持費1.7円/kWhで算定、LNG火力は燃料費（発電効率50%）+運転維持費0.6円/kWhで算定、
石油火力は燃料費（発電効率35%）+運転維持費5.15円/kWhで算定（石油火力燃料費2は燃料費のみ）

（出所）燃料価格は日本エネルギー経済研究所計量分析ユニット、スポット価格は日本卸電力取引所

⚫ 前日スポットシステム価格は2017年2月頃まで石油火力燃料費と連動性が強かったが、これ以降LNG火
力燃料費相当に近づいている。2015年頃から再生可能エネルギー発電の増加の影響で東西の市場分断
が増加し、西日本が安価になる傾向にある。

LNG火力燃料費を下
回る水準で石炭火力
燃料費に接近
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４．今後の課題
（10）短期的な脱石炭火力政策の影響
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⚫現在の発電所廃止予定では2022年時点で石炭
火力は45.86GWとなる見込みなので、30GW
とするには16GW程度の追加廃止が必要になる。

⚫元々2022年脱原子力政策を採用しているため、
2022年に9GWの原子力発電所が廃止される予
定。

⚫そのため2022年は2018年に比べ従来型発電設
備の容量が76%程度になる模様。

44

100万kW弱の石炭
火力新設があるが、
2038年までに廃止
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（出所）連邦ネットワーク庁” Publication Additions and 
Decommissioning - Status:”より作成
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４．今後の課題
（13）Death Spiral問題

47

太陽光発電等の分散
型電源導入拡大

系統電力需要の減少

系統電力需要の系統
費用負担増加

託送料金上昇に伴う
電気料金上昇

分散型電源導入イン
センティブ提供

火力発電の固定費回
収困難化

収益維持のため規制
資産への選好高まる

Ⅰ期：政府による分散型電源導
入支援・導入拡大による費用
低減

Ⅱ期：分散型電源のグリッドパリ
ティ実現

Ⅲ期：蓄電池付き分散型電源
によるオフグリッド化進展

再生可能エネルギー発電導入政策推進に伴い、系統電力需
要の減少等に伴う悪循環による電気事業の持続性に懸念が生
じている。Death Spiralと呼ばれ、米国及び豪州で議論が生じ
ている。

（出所）Carbon Tracker,” Caught in the EU Utility Death Spiral”, 2015年6月より作成

※ドイツや欧州委員会は再生可能エネルギー
発電の自家消費を推奨する政策を模索する
等、同問題の捉え方は国により異なる。

IE
EJ

 ©
 2

01
8

４．今後の課題
（12）わが国における中長期供給予備率見込み（連系線活用前）
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46（出所）電力広域的運営推進機関「2019年度供給計画取りまとめ」

⚫ 日本でも容量市場の受渡しが開始される前の2021年度～2023年度に大手電力会社のエリア
で需給がタイト化する可能性が生じている。老朽火力を廃止して新設火力に置き換わる途中
での供給力減少時期に該当。

⚫ 休止電源のうち短期間で立ち上げ可能な供給力を活用することで安定供給確保を図る方針。
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４．今後の課題
（15）まとめ
⚫再生可能エネルギー発電の導入拡大に伴う周波数安定化対策は技術的に方向性が固
まっていない。風力発電及び太陽光発電の高機能化は不可避と言える。系統制約で再
生可能エネルギー発電の導入に課題が生じた国では自家消費を推奨する例も。その場
合、デス・スパイラル化で電化が進まなくなる可能性も。

⚫一方、2050年温室効果ガス8割削減という目標を先進諸国は共有しているが、その方
向性も固まっていない。火力発電を新設しても30年間稼動させることができるのか不
透明ということ。今後、先進諸国では大規模火力発電の新設は難しくなる。

⚫エネルギー政策において①温室効果ガス削減が電気事業中心となること（電気以外で
対策を講じない）、②再エネ自家消費拡大を政府が主張をし始めることがデス・スパ
イラル化の兆候である。系統電力購入の単価上昇・品質悪化の可能性が生じるためそ
れはそれでビジネス・チャンスは生じる。所得格差でエネルギー供給品質が変わる時
代が来るか。
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４．今後の課題
（14）ドイツにおけるDeath Spiralの例
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⚫ドイツでは配電会社ごとに託送料金が異なるが、再エネ自家消費の増加に伴う電力系統から
電気を購入する世帯数の減少で託送料金の平均額が25.38セント/kWhに達する地域も出現
した。
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（出所）連邦ネットワーク庁” Monitoringbericht 2017”及び” Monitoringbericht 2018”より作成


